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社会福祉法人東北福祉会      
認知症介護研究・研修仙台センター  

センター長 加 藤 伸 司 

 

平成 18 年 4 月に「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」

（以下、高齢者虐待防止・養護者支援法）が施行されて以来、厚生労働省では、「高齢者

虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律に基づく対応状況等に関する調

査」として、各年度の高齢者虐待防止・養護者支援に関する市区町村・都道府県等の対応

状況等に関する調査を実施し、結果を公表してきました。 

この調査について、当センターでは平成 24 年度において、調査結果をより詳細に分析

するためのシステムを開発・提案する研究事業を実施しました（老人保健事業推進費等補

助金事業「高齢者虐待の適切な実態把握・分析・施策還元のための調査研究手法の確立・

普及に関する研究事業」）。 

平成 25 年度は、これを踏まえ、「高齢者虐待の要因分析等に関する調査研究事業」と

して、わが国における高齢者虐待防止・養護者支援法に基づく対応状況の実態をより詳細

に明らかにし、また高齢者虐待の要因分析を行い、その結果から防止・対応上の留意点を

整理することを目的に研究事業を進めてまいりました。 

また本研究事業では、上記のように分析結果と防止・対応上の留意点をまとめた後、こ

れを都道府県、市区町村、地域包括支援センター、ほか関係機関の皆様と共有するための

研修会「高齢者虐待防止に関する研修会」を全 2 回開催いたしました。加えて、研修会の

内容をさらに広く共有することを目的に、2 回の研修会で示された報告や講義の資料、講

師の発言内容等を集約・統合した成果物冊子「高齢者虐待の実態と防止・対応上の留意点

～2013 年度『“新”法に基づく対応状況調査』と『高齢者虐待防止に関する研修会』から～」

を作成いたしました。本報告書と併せてご活用ください。 

本研究事業の成果が、今後の高齢者虐待の防止・対応の進展に少しでも役立てば幸いで

す。 
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